　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第２号様式（プラント設備）　　　【様式１】
令和　　年　　月　　日
配置技術者調書
（監理技術者・主任技術者）

大阪府　様
　　　　　　　　 

住所　
商号又は名称 
代表者名（支店長名）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印不要）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

工事名称　：　狭山池ダム電気設備更新工事（維持管理一体型）
　当該工事に配置する技術者は、下表のとおりです。
	当初
	技術者区分
	　□監理技術者

□主任技術者　

	
	配置条件
	　□専任

　□非専任（工場製作期間中は専任免除）

	
	技術者氏名
	

	
	生年月日
	

	
	入社年月日
	

	
	資格・免許
	例１：　１級○○施工管理技士

（監理技術者資格者証 交付番号：　　　　　　　　　　　）　

	現場施工期間
	技術者区分
	　□監理技術者

□主任技術者

	
	配置条件
	　□専任

　□非専任

	
	技術者氏名
	

	
	生年月日
	

	
	入社年月日
	

	
	資格・免許
	例１：　１級○○施工管理技士

（監理技術者資格者証 交付番号：　　　　　　　　　　　）　


技術者区分、配置条件の各項目は、該当の□にㇾ印を記入してください。なお、配置条件の「非専任」については、契約金額が
３千５百万円未満で技術者を「専任」で配置しない場合のみ選択が可能です。

１　契約工期の当初から配置する配置技術者を当初の欄に記入してください。なお、総合評価落札方式を適用していない案件の場合、配置技術者（監理技術者）の工事施工実績および配置技術者（監理技術者）の工事成績点実績による評価が得られなかった場合、は現場施工期間の欄に記載は不要です。
２ 「電子入札公告」の「入札参加資格」の要件を満たす登録業種について資格を有する配置技術者の配置が必要です。
３　入札公告で当該技術者の専任を求めている場合、他工事に従事している者、建設業法に規定する経営管理業務の管理責任者及び営業所の専任の技術者に配置されている者は、本工事の専任の技術者として配置できません。

（「監理技術者制度運用マニュアル（平成２８年１２月１９日国土建第３４９号）」において、専任を要しないと明記されている期間については、この限りではありません。【別記参照】
４　配置技術者は、直接（入札公告で３ヶ月以上の雇用を求めている場合は、入札参加申請を行った日において３ヶ月以上）雇用されていなければなりません。

５　「監理技術者制度運用マニュアル」に記載がある、途中交代が認められる場合以外の理由による配置技術者の変更は認めません。ただし、配置技術者の途中交代を行う場合は、当初の配置技術者と同等以上の能力を持った者を配置しなければなりません。

６　総合評価落札方式を適用した工事で、『配置技術者（監理技術者）の工事施工実績』または『配置技術者（監理技術者）の工事成績点実績』もしくは『若手技術者、女性技術者の配置』にて監理技術者を加算申請し、評価された場合、技術審査資料または提案書に記載した技術者の中から、配置技術者を選任し現場施工期間の当初から配置する必要があります。配置技術者調書に、技術審査資料または提案書に記載した技術者を記入していないときは、共通入札説明書に定めるところにより、当該配置技術者調書を提出した者が提出した入札書は無効です。

７　落札候補者は、配置技術者の照合が可能な次の書類を提出してください。（写し）
①監理技術者　・・・　監理技術者資格者証、監理技術者講習修了証

（３ヶ月以上の雇用を求めており、上記資料で雇用期間を確認できない場合は、健康保険被保険者証等）

②主任技術者　・・・　技術検定合格証明書等（実務経験によるものは経歴書）

（監理技術者資格者証を有する者は、①と同じ。）　　　　　　
（３ヶ月以上の雇用を求めており、上記資料で雇用期間を確認できない場合は、健康保険被保険者証等）
注１）　健康保険被保険者証等とは、健康保険被保険者証のほか健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書、住民税特別徴収税額の通知書・変更通知書のうちいずれかの書類とする。
注２）　工場製作のみの期間、「専任」を免除されて配置する場合、又は、契約金額が３千５百万円未満で、当該技術者を「専任」で配置しない場合（配置条件欄で「非専任」を選択した場合）には、当該配置技術者が他の工事において「専任」していないことを確認します。他の工事で配置技術者として選任されている場合には、その工事において「専任」でないことが確認できる設計図書や発注機関発行の証明書等の提出が必要です。
　【別記】
	監理技術者制度運用マニュアル（抜粋）

二－二　監理技術者等の設置

（４）監理技術者等の途中交代

建設工事の適正な施工の確保を阻害する恐れがあることから、施工管理をつかさどっている監理技術者等の工期途中での交代は、当該工事における入札・契約手続きの公平性の確保を踏まえた上で、慎重かつ必要最小限とする必要があり、これが認められる場合としては、監理技術者等の死亡、傷病、出産、育児、介護または退職等、真にやむを得ない場合のほか、次に掲げる場合等が考えられる。

① 受注者の責によらない理由により工事中止または工事内容の大幅な変更が発生し、工期が延長された場合

② 橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品等の工場製作を含む工事であって、工場から現地へ工事の現場が移行する時点
③ 一つの契約工期が多年に及ぶ場合

なお、いずれの場合であっても、発注者と元請との協議により、交代の時期は工程上一定の区切りと認められる時点とするほか、交代前後における監理技術者等の技術力が同等以上に確保されるとともに、工事の規模、難易度等に応じ一定期間重複して工事現場に設置するなどの措置をとることにより、工事の継続性、品質確保等に支障がないと認められることが必要である。

また、協議においては、発注者からの求めに応じて、直接建設工事を請け負った建設業者が工事現場に設置する監理技術者等及びその他の技術者の職務分担、本支店等の支援体制等に関する情報を発注者に説明することが重要である。
三　監理技術者等の工事現場における専任

（２）監理技術者等の専任期間

元請が、監理技術者等を工事現場に専任で設置すべき期間は契約工期が基本となるが、たとえ契約工期中であっても次に掲げる期間については工事現場への専任は要しない。ただし、いずれの場合も、発注者と建設業者の間で次に掲げる期間が設計図書もしくは打合せ記録等の書面により明確となっていることが必要である。

① 請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入または仮設工事等が開始されるまでの間。）
② 工事用地等の確保が未了、自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、工事を全面的に一時中止している期間
③ 橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品等の工場製作を含む工事全般について、工場製作のみが行われている期間
④ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）、事務手続、後片付け等のみが残っている期間


実務経験による主任技術者を配置する場合のみ本様式を提出すること。

（建設業法第７条第２号イ、ロ又はハに該当する者）

令和　　年　　月　　日

主任技術者経歴書　
大阪府　様

住所
商号又は名称
代表者名（支店長名）　　　　　　　　　　　　　     　　　　　

　（押印不要）　　

	区分
	工種
	該当区分　（該当する欄に○）

	
	○○工事

（入札公告で求める工事：電気工事等）
	
	建設業法第７条第２号　イ　　実務経験　　５年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　イ　　実務経験　　３年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　ロ　　実務経験　１０年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　ハ　　実務経験　　１年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　ハ　　実務経験　　３年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　ハ　　実務経験　　５年以上

	
	建設業法第７条第２号　ハに基づく資格
	資格名　
（資格番号）

	氏名及び

生年月日
	　○○　○○　　　（昭・平　　年　　月　　日　生）

	学歴及び学科
	　○○大学○○学部○○学科　　（昭・平・令　　年　　月　　日　卒業）

	所属会社及び

入社年月日
	　○○株式会社　　（昭・平・令　　年　　月　　日　入社）


実務経験（※１　過去に所属した会社の実績の場合は工事名欄に当時の所属会社名も併せて記載すること。）

（※２　「工事の終期」と「次の工事の始期」までの期間が１２か月を超える場合、連続して実務経験が
あるものとみなしません。）
	工期
	発注者又は

注文者名
	工　事　名
	金額

（千円）
	現場代理人等の経歴

	例：平成１９年４月～

　　　平成１９年１２月
	大阪府○○部
	○○工業株式会社

△△管布設工事
	００，０００千円
	担当技術者

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


システム設計技術者の配置を求められた案件については本様式を提出すること。

第３号様式（プラント設備）　【単体企業用】
令和　　年　　月　　日

配置技術者調書
（システム設計技術者）

大阪府　様

住所
商号又は名称
代表者名（支店長名）　
（押印不要）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　工事名称　：　狭山池ダム電気設備更新工事（維持管理一体型）
当該工事に配置する技術者は、下表のとおりです。

	技術者氏名
	

	生年月日
	

	入社年月日
	

	資　格
	□　主任技術者となるために必要な要件と同等の内容を満たす者

	
	
	国家資格
	あり（資格名　例：○級○○施工管理技士）・なし

	
	
	一定の実務経験に基づく資格
	あり・なし

	
	□　設計業務の実務経験

	技術者の所属部署
	


資格の項目は、該当の□にㇾ印を記入してください。
１ 契約工期の当初から配置するシステム設計技術者を１名のみ記載してください。
２　「電子入札公告」の「入札参加資格」の登録業種について、主任技術者になり得る資格等を有する者又は設計業務の実務経験を有する者（※）の配置が必要です。

　　　（※）設計業務の実務経験を有する者とは、大学、高等専門学校の指定学科卒業後では３年以上、高等学校の指定学科卒業後では５年以上、その他は１０年以上の経験年数を有する者とする。
３　総合評価落札方式を適用した工事については、工事施工実績により加算申請し、評価された場合、技術審査資料または提案書に記載した技術者の中から、システム設計技術者を選任し契約工期の当初から配置する必要があります。配置技術者調書に、技術審査資料又は提案書に記載した技術者を記入していないときは、共通入札説明書に定めるところにより、当該配置技術者調書を提出した者が提出した入札書は無効です。なお、工事施工実績による評価が得られなかった場合、「電子入札公告」の「入札参加資格」の登録業種について、設計業務の実務経験を有する又は主任技術者になり得る資格等を有するシステム設計技術者を配置しなければなりません。

４　システム設計技術者は、直接（入札公告で３ヶ月以上の雇用を求めている場合は、入札参加申請を行った日において３ヶ月以上）雇用されていなければなりません。

５　システム設計技術者の途中交代は原則認めません。ただし、やむを得ず途中交代する場合は、当初のシステム設計技術者と同等以上の能力を持った者を配置しなければなりません。

６　落札候補者は、システム設計技術者の照合が可能な次の書類を提出してください。

①資格を確認する書類（写し）
設計業務の実務経験によるものは経歴書、それ以外は技術検定合格証明書等（実務経験によるものは経歴書）又は、監理技術者資格者証を有する者は、監理技術者資格者証、及び監理技術者講習修了証

②雇用関係を確認する書類（写し）
３ヶ月以上の雇用を求めており、上記資料で雇用期間を確認できない場合は、健康保険被保険者証等
③所属部署を確認する書類

システム設計技術者の所属部署の位置づけを示す書類及び所属する部署が設計部門であることが確認できる書類（社内組織表、業務所掌、職務分担表等）

注）　健康保険被保険者証等とは、健康保険被保険者証のほか健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書、
住民税特別徴収税額の通知書・変更通知書のうちいずれかの書類とする。
設計業務の実務経験による技術者を配置する場合のみ本様式を提出すること。
令和　　年　　月　　日

システム設計技術者経歴書

大阪府　様

住所
商号又は名称
代表者名（支店長名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印不要）　　

当該工事に配置する技術者の経歴は、下表のとおりです。

	氏名及び

生年月日
	　○○　○○　　　（昭・平　　年　　月　　日　生）

	学歴及び学科
	　○○大学○○学部○○学科　　（昭・平・令　　年　　月　　日　卒業）

	現在の所属会社

及び

入社年月日
	　○○株式会社　　（昭・平・令　　年　　月　　日　入社）


実務経験（※１ 過去に所属した会社の実績の場合は工事名欄に当時の所属会社名も併せて記載ください。）
（※２　「工事の終期」と「次の工事の始期」までの期間が１２か月を超える場合、連続して実務経験が

あるものとみなしません。）
	工期
	発注者又は

注文者名
	工　事　名
	金額

（千円）
	所属部署

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


主任技術者となるために必要な要件と同等の内容を満たす者で実務経験による技術者を配置する場合のみ本様式を提出すること。
（建設業法第７条第２号イ、ロ又はハに該当する者）
令和　　年　　月　　日

システム設計技術者経歴書

大阪府　様

住所
商号又は名称
代表者名（支店長名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印不要）　　

当該工事に配置する技術者の経歴は、下表のとおりです。

	区分
	工種
	該当区分　（該当する欄に○）

	
	○○工事
（入札公告で求める工事：電気工事等）
	
	建設業法第７条第２号　イ　　実務経験　　５年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　イ　　実務経験　　３年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　ロ　　実務経験　１０年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　ハ　　実務経験　　１年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　ハ　　実務経験　　３年以上

	
	
	
	建設業法第７条第２号　ハ　　実務経験　　５年以上

	
	建設業法第７条第２号　ハに基づく資格
	資格名　
（資格番号）

	氏名及び

生年月日
	　○○　○○　　　（昭・平　　年　　月　　日　生）

	学歴及び学科
	　○○大学○○学部○○学科　　（昭・平・令　　年　　月　　日　卒業）

	現在の所属会社

及び

入社年月日
	　○○株式会社　　（昭・平・令　　年　　月　　日　入社）


実務経験（※１　過去に所属した会社の実績の場合は工事名欄に当時の所属会社名も併せて記載すること。）

（※２　「工事の終期」と「次の工事の始期」までの期間が１２か月を超える場合、連続して実務経験が
あるものとみなしません。）
	工期
	発注者又は

注文者名
	工　事　名
	金額

（千円）
	現場代理人等の経歴

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


